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総括研究報告書 

 

 

感染症発生時の公衆衛生的対策の社会的影響の予測及び対策の効果に関する研究 

 

          研究代表者  谷口 清州 （国立病院機構三重病院臨床研究部長） 

 

研究要旨 

 新型インフルエンザ発生時には、病原性・感染力に応じた柔軟な対策をとる必要が

あり、このためにはそれらを含めたリスクを評価する必要がある。1年目に開発されたパ

ンデミック流行早期に迅速に初期の患者情報を収集出来るシステムは、その後地方

自治体とのシミュレーションにより課題を抽出しシステム改良を行った。今年度には参

加地方自治体を拡大して検討した結果自治体により体制が異なり、国全体で稼働す

る際の課題が判明した。これらを元に今後の改良計画を策定した。これまでに現状の

発生動向調査における定点からの分母情報の収集、及び国立病院機構の DPC・レセ

プトデータから策定された、医療負荷や重症度評価のための Indicators とそれぞれの

警戒閾値を設定したが、これらは個々の医療機関レベルの医療負荷のベースラインと

して使用出来ることも判明した。また抗インフルエンザウイルス薬の備蓄について、

Peramivir の倍量・倍期間投与の有効性に関する literature review を行い、同治療法

についての有効性の評価を行った。 
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Ａ．研究目的 

 本研究の目的は、2009年の新型インフ

ルエンザの経験を踏まえ、新型インフル

エンザ発生時に、迅速にリスクアセスメン

トができることを目標として、初期の症例

情報を確実に収集・整理出来るような体

制を整備しておくこと、また発生後のリス

クアセスメントを可能にするサーベイラン

ス体制を設置して、発生時に比較出来る

ようなベースラインを把握しておくことで

ある。また、パンデミック対策の一環とし

て、発生時の感染防御方法、環境消毒

のあり方、航空における感染対策につい

てコンセンサスを得ておくこと、必要なガ

イドラインを準備しておくこと、また現状

の事前準備についても持続的に評価を

行い、パンデミック発生時に柔軟で迅速

な対応ができるように準備しておくことも

課題としてあげられている。 

 今年度は最終年度で、初期情報集約

システムについては、開発した情報集約

用手法のさらなるブラッシュアップを行う

と共に、各自治体への展開に向けて自

治体を招いた症例発生訓練を行い、有

用性・実効性の検証を目指した。 

 電子カルテデータベースを用いたサー

ベイランスにおいては、これまでに国立

病院機構の DPC・レセプトデータベース

によって設定してきた、季節性インフル

エンザによる重症度、医療機関への負

荷のベースラインと警戒閾値を個別医療

機関において適用し、パンデミック発生

時に、個々の医療機関における医療体

制の評価、ひいてはパンデミックにおい

て患者増大時の体制転換のための情報

として用いることができるかどうかを検討

した。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究班では 1）国内における疑い症

例の発生から、確定患者数が数百例に

達するまでの国内患者発生早期におい

て、患者情報並びに検体情報を効率的

に集約・管理し、必要な関係者間で適切

に情報共有しうる体制の確立のための

初期症例情報共有システム、2）新型イン

フルエンザ等が発生した際の初期対応

体制を整理し、その体制を整備すること、

3）現状の感染症法に基づく感染症発生

動向調査データの評価においてリスクア

セスメントを行うことの可能性、制限等を

検討し、リスクアセスメントに必要な指標

を考案すること、4）国立病院機構本部情

報分析部が保有する診療情報分析シス

テムから、リスクアセスメントに供すること

ができるデータを整備して抽出するメカ

ニズムを構築すること、5）抽出されたデ

ータ分析からリスクアセスメントおよび公

衆衛生対策の影響と効果に資することの

できる指標を算出して、新型インフルエ

ンザ発生時に使用できるベースラインを

設定しておくことの 5 つのサブテーマで

検討を行っている。それぞれ、1）奥村研

究分担者、2）田辺分担研究者、3）松井
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分担研究者、4）堀口分担研究者、5）谷

口分担研究者が主導している。 

B-1）初期症例情報共有システム 

 今年度は、昨年度までのシミュレーショ

ンより抽出した課題の分析と改善策に基

づいて改良したシステムを用いて、体制

が異なると考えられる地方自治体の協力

を募って、システムのシミュレーションを

行うことにより、現実とのギャップを検討し、

パンデミック発生時に実用に耐えるシス

テムのための課題抽出と今後の改良方

針の策定を行った。 

B-2）初期対応の準備 

 昨年度まで、初期対応時の感染対策

について個人防護具のあり方を中心に

検討し、手引きを作成し、環境消毒のあ

り方および航空機における感染対策に

ついて、文献や資料の整理を行ってきた。

今年度は、パンデミック事前準備の上で、

課題とされた、抗ウイルス薬の備蓄につ

いての検討を開始した。特に抗ウイルス

薬は、倍量・倍期間投与の可能性のた

めに、そのための分量が備蓄されている

が、明確なエビデンスに乏しいとの議論

があるため、文献レビュー及びワクチン

の備蓄の検討のために、他の国の状況

を調査した。本研究の実施にあたっては、

研究代表者、分担研究者のほか、自治

医大小児科の田村大輔氏、仙台医療セ

ンター臨床研究部西村秀一氏の協力を

いただいた。 

B-3）発生動向調査データの検討 

 現行の感染症発生動向調査データを

もとに、分母情報をともに収集することに

よるリスクアセスメントに必要な情報を収

集できるかの検討を継続して行った。基

幹定点医療機関のうちの一部の協力が

得られる医療機関において、総外来受

診者数・総入院患者数（急性期病床利

用数）、および患者隔離目的での個室

利用患者数、日毎の外来インフルエン

ザ患者数、日毎の入院におけるインフル

エンザおよびその他の疾患における人

工呼吸器利用および ICU の入室状況、

1 週間当たりの看護師・医師等における

インフルエンザ罹患数についてのデータ

収集を行い、それぞれの流行を評価し

た。 

B-4）国立病院機構診療情報データベ

ース 

 国立病院機構本部総合研究センター

診療情報分析部にて収集されている、

診療情報分析システム（MIA）において、

診療情報に関わる二次データ（レセプト

データ、DPC データ）の整理を行い、解

析に必要なデータを抽出した。今年度は

とくに、開発が進められている SS-MIX2

によるデータベースの今後の利用可能

性について検討を行った。 

B-5）リスクアセスメントのための指標の検

討 

 これまでに、データの基本的な解析を

通して、国立病院機構の DPC・レセプト

データが、目的である医療負荷や重症
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度の評価に用いることができることを示し

た。また、今後のSS-MIX2ネットワークか

らのデータによる解析の有効性を検討

するために、基幹的な医療機関におけ

る解析を行い、医療機関数が減少しても

同様の評価が行えることを示した。今年

度は個別医療機関における解析を行い、

パンデミック発生時に、医療機関ごとの

評価が行えるかどうかを検討した。また、

医療機関のスタッフ Capacity として、看

護部門の出勤・欠勤状況を調査した。日

常的に使用されている看護師勤務管理

ソフトである、ナースランナー®のデータ

ベースから、過去 3 シーズンのデータを

抽出し、時系列的に解析を行い、インフ

ルエンザシーズンと勤務状況を比較検

討した。 

 

（倫理面への配慮） 

 システムの開発やその実用性の検討、

文献レビューには倫理的な問題は該当

しない。国立病院機構診療情報分析シ

ステムから抽出したデータは、すべて個

人情報を含まない集計データを用いる

ため、倫理的な問題は発生しない。また、

データの使用に関しては、国立病院機

構三重病院倫理審査委員会の承認を受

けている。 

 

Ｃ．研究結果 

C-1）初期症例情報共有システム 

 シミュレーションの参加者として、まず、

地方自治体組織として、4 県に依頼し、

自治体のバリエーションを設けた形で提

案手法のチェックを行うことが出来た。ま

た、厚生労働省より10名の参加があった

ことに加えて、国立感染症研究所役、コ

ントローラ役等として、厚生労働省の国

立研究教育機関より9名の参加があった。

このように参加自治体のバリエーション

が一昨年のシミュレーションと比して大幅

に増し、多方面からの意見を得ることが

出来た。この結果、システムが地方自治

体側の想定するワークフローとは異な琉

こと、報告様式により多くの情報を求めら

れること、そしてシステムのアカウント管

理の問題が挙げられた。 

C-2）初期対応の準備 

 「ペラミビル」、もしくは「ラピアクタ」を基

本検索単語として、さらに「倍量」「倍期

間」等のほかの単語を掛け合わせて文

献検索を行ったが、和文検索において

は倍量・倍期間投与についての RCT 介

入研究は、確認されなかった。 

 また、英文検索で抽出された計 15 の

文献について、倍量・倍期間治療の

RCT、DB での介入研究の分析を行った

が、最終的に、RCT、DB にて、季節性イ

ンフルエンザ重症患者に対する倍量・倍

期間投与での有効性を評価できる文献

は英文でも確認できかなかったが、重症

患者が対象ではないものの、季節性イン

フルエンザにおける倍量・倍期間の有効

性を評価した文献は 2つ確認できた。 
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C-3）発生動向調査データの検討 

 協力医療機関にて収集したインフルエ

ンザシーズンのデータについて比較検

討したところ、総外来患者数に占める割

合・急性期病床利用に占める割合とも、

発生動向調査データおよび、全国の入

院サーベイランスと同様の傾向であった。

スタッフ罹患数のピーク時期も、流行時

期と一致していた。 

C-4）国立病院機構診療情報データベ

ース 

 これまでのデータベース構築と抽出ア

ルゴリズムにより、データ抽出作業は続

行している。また、国立病院機構が平成

27 年度に構築した NCDA データベース

は、現在 41 病院が参加、約 50000 床、

年間実患者数約90万人のデータベース

であり、診療日翌日には本部のデータベ

ースに検査値や投薬の情報を含む診療

データが届くようになっている。今年度の

評価では、運用開始直後で不安定な状

況ではあるが、今後、MIA のデータベー

スで今まで実践してきた分析調査を代替

できるポテンシャルを持っていることが判

明した。 

C-5）リスクアセスメントのための指標の

検討 

 これまで全国レベルと同様に、各個別

の 病 院 デ ー タ か ら 、 そ れ ぞ れ の

indicatorsを算出し、グラフ化するともに、

それぞれのピーク値のメディアン、平均、

平均の 1/2、90％信頼区間上限を算出

した。一つの医療機関データでは、若干

ばらつきがみられたものの、これまでと同

様の手法によって、評価が出来ることが

判明した。また、1 病院における急性部

門の看護師の一日勤務数はインフルエ

ンザシーズンには、若干の欠勤の増加

があるものの、ほぼ通常体制を維持出来

ていることがわかった。 

 

Ｄ．考察 

 本 研 究 班 で は 2009 年 の

A/H1N1pdm09 によって作成された方針

に従い、重症度に応じた柔軟な対策がと

れるように、新型インフルエンザ発生時

に、発生初期の症例情報マネージメント

体制の改善、事前準備の評価、そしてリ

スクアセスメントが可能となるようなサー

ベイランスの枠組みとそれによる公衆衛

生対策の影響と効果を検討するために

構成された。 

 奥村研究分担者は、「国内における感

染者の発生の状況、動向及び原因の情

報収集」に向け、国内患者発生初期に

おいて典型例や重症例などを数百例に

限定して詳細な情報収集を行なう際の

効率的な情報管理を目標として、

FaxOCR システムを使用した情報集約シ

ステムを開発している。これまでに開発さ

れ、改良を加えつつあるシステムについ

て、今年度は参加自治体を拡大してシミ

ュレーションを行い、自治体による体制

のちがいを考慮して課題を抽出した。シ



 6

ミュレーションにおいて、保健所や地方

衛生は、ほとんど想定通りには動かない

ことが明らかとなった。今回の提案手法

では、「疑い症例登録シート」内にすべ

ての指示が記載されており、指示通りに

行えるように「チェックリスト」が付けられ

ていた。しかし、ほとんどの保健所では、

これまでの慣例もあって、チェックリストを

確認することなくファックスを送信し、指

示とは異なる形で検体を地方衛生研究

所へと送付した。また、地衛研にさまざま

なファックスが送付され、それにより地衛

研側では何がシステムからのファックス

で、何が県内組織からのファックスか分

からなくなるという想定外の事態が生じた。

今後全国レベルへの展開を考えた場合

には、すでにいろいろな体制を持ってい

る地方自治体でシステムを使ってもらう

ためには、より柔軟なシステムへと設計を

考える必要が考えられた。 

 田辺研究分担者は、これまで、国内、

あるいは航空機内での感染対策や環境

消毒について検討を行ってきたが、現在

政府で備蓄を進めている抗インフルエン

ザウイルス薬について、明確なエビデン

スがないままに進められているとの議論

があることから、抗インフルエンザウイル

ス薬の備蓄の再評価を開始した。本年

度は倍量・倍期間投与の可能性が考え

られてその備蓄量が計算されている

Peramivir（ラピアクタ®）について、倍量・

倍期間投与の科学的根拠について

Literature reviewを行ったが、これらを支

持するエビデンスは全くないことが判明

し、厚生科学審議会新型インフルエンザ

等対策小委員会へ資料提供を行った。 

 松井分担研究者は、現行の感染症発

生動向調査の定点のうち、協力が頂け

た医療機関において、インフルエンザの

発生状況、病床へのインフルエンザ負

荷、そしてスタッフの罹患状況を調査し、

世界保健機関（WHO）によるパンデミック

インフルエンザ危機管理の暫定ガイドラ

インに示されている「医療への負荷」を測

る指標を求めるための母数と、「医療現

場での負荷」の指標である医療スタッフ

のインフルエンザ罹患状況について、と

もに収集可能であることが示してきた。今

年度もこれらを継続し、季節性インフル

エンザにおけるリスクアセスメント手法と

して利用可能とした。 

 堀口分担研究者、谷口分担研究者は、

初年度の結果を基に、国立病院機構の

DPC・レセプトデータを利用して新型イン

フルエンザが発生した際に、その重症度

とインパクトを評価できるようなシステムの

開発に取り組んでいる。これまでの結果

から、国立病院機構の電子カルテデー

タベースのデータから必要なデータを抽

出することが可能であり、これらをもとに、

季節性インフルエンザの重症度と医療

負荷を評価するための指標を設定し、ベ

ースラインデータを作成した。また、これ

らは、今後のリアルタイムネットワークで
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ある、SS-MIX２ネットワークにも応用可能

なことが示されている。今年度の研究に

より、個別医療期間においても同様の手

法で医療機関ごとに流行状況、重症度、

医療負荷の評価ができること、また同じ

ようにベースラインを設定することが可能

であり、これらはパンデミック発生時の医

療機関単位での体制の転換にその基礎

資料を提供することができると考えられ

た。また、看護師勤務状況データベース

と組み合わせることによって、当該の医

療機関の Capacity の状況に応じて、医

療機関の負荷に関する閾値を設定する

ことも可能であることが判明した。 

 今後は、初期症例情報共有システムの

検討をさらに進めて、実際の発生時に実

用可能なレベルまで完成度を上げていく

ことが重要である。またパンデミックの事

前準備としてのワクチンの備蓄や抗ウイ

ルス薬の備蓄についても改めて最新の

エビデンスに基づいて再評価を行って

いく必要性も示唆された。パンデミックの

際の電子カルテデータを用いるサーベ

イランスは、今後リアルタイムデータが入

手出来る SS-MIX2 によるサーベイランス

へと進めていくことが可能である。 

 

Ｅ．結論 

 国内の新型インフルエンザ患者の発生

早期においてファックスとウェブを併用す

る患者情報集約システムを検証し、地方

自治体の実情に合わせた課題を抽出し、

対応方針を変更した。抗ウイルス薬の備

蓄についてペラミビルの倍量・倍期間投

与のエビデンスを文献から検討し、明ら

かに有効性をしめすものが無いことを報

告した。また、医療機関において分母情

報を収集することによって、医療負荷を

評価できることを示し、これらの分母情報

を含んでいる国立病院機構のレセプトデ

ータおよび DPC データは、インフルエン

ザの重症度、医療機関への負荷を評価

できることが示唆され、これは個別医療

期間における医療負荷の評価にも適用

することが可能である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特記事項なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

(1) 奥村 貴史,「情報処理と公衆衛生」, 

情 報処理 , Vol. 57, No. 7, 2016, 

pp.648-651. 

(２) 田辺正樹、齋藤智也、安江智雄.次

のインフルエンザ発生に備える!!-新型イ

ンフルエンザの国内発生を想定した研

修 訓 練 -. イ ン フ ル エ ン ザ  vol.17 

No.3(2016-10) p69-74. 

(3) 田辺正樹、岡部信彦.次のインフル

エンザ発生に備える!!-新型インフルエン

ザ発生時の予防接種体制の構築-.イン

フ ル エ ン ザ  vol.18 No.1(2017-1) 

p57-62.2.   
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2．学会発表（28 年度の発表のもの） 

(1)Tomoya Saito, Masaki Tanabe, 

Diasuke Tamura. Revisions & Advances 

in Pandemic Preparedness in Japan After 

2009 Pandemic. Options IX for the 

Control of Influenza; August 2016; 

Chicago, USA. Final Program. p.264. 

(2)田辺正樹.新型インフルエンザ発生時

の医療体制構築について.第 32 回日本

環境感染学会総会・学術集会 (平成 29

年 2 月神戸) 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 特記事項なし 

 

 

 


